第１回広島県経済財政会議　議事要旨
· 開催日時　：　平成２２年１月２５日（月）　10：00　～　11：55

　■　開催場所　：　広島県庁北館２階　第一会議室
· 出席委員（五十音順，敬称略）　：

　　　主　宰　　湯﨑　英彦　　　広島県知事

　　　委　員　　内田　和成　　　早稲田大学商学学術院教授

　　　　　　　　宇野　健司　　　大和総研公共政策研究所上席研究員

　　　　　　　　大田　哲哉　　　広島商工会議所会頭

　　　　　　　　神原　勝成　　　ツネイシホールディングス株式会社代表取締役社長

　　　　　　　　蔵田　和樹　　　株式会社広島銀行常務取締役

小西砂千夫　　　関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学部教授

　　　　　　　　辻　　琢也　　　一橋大学大学院法学研究科教授

　　　　　　　　吉川　富夫　　　県立広島大学経営情報学部教授
　■　議事要旨（委員の主な意見等）：
○
企業でも官庁でも生産性の表れが財政。近年，財政が厳しいため，財政だけに目が行きがちで，どうしてもコストカットになるが，これでは職員のモチベーションは上がらない。


湯﨑知事のマニフェストでＴＱＭということにわざわざ触れているのは非常に良いことと思う。トヨタなど日本の企業が世界に冠たる生産性を持っているのは，カイゼン運動が当たり前になっているから。財政の話の外側にある生産性，多くの産出を作れるような現場の職員像を作っていく，それを含めて検討した上で，結果が財政となる。こうしたものの考え方が必要。世界的に高い生産性を持つ日本メーカーの現場の職員像を，公務員も真似し，共有したら良いと思う。
○　Ｈ２７年度が退職手当のピークということで，ある程度制度を変えていく必要がある。今，定年は６０歳だが，年金がもらえる６５歳までの５年間のギャップをどう扱っていくか，それを含めて，退職金をどうするかを考えるのに一番良い時機。


企業では，組合に，賃金カットがいいか，生産性を上げるためにもう少し働く方がいいかと聞くと，働く方を選択する。県もどんどん人員削減しているから，２人分を１人でこなすようにしていかなければならない。職種・職責に応じた給与制度にする必要があるが，これが地方だけでできるのか。他との均衡をどこまで崩していけるか，できるなら，どういう形にするか。そこを踏み込むかどうかが大事。
○
県の場合，総人件費をどう適正化するかということは避けて通れない大きな問題だと思う。


一つは職員定数をどうするか。広島県はここ数年で他県に比べても減らしているが，今後１０年間くらい，退職者数などをトータルで見て，どの程度，定数を減らす必要があるのかということを，この際明らかにすること。やはり定員削減の方は力点を入れてやっていかざるを得ない。


問題は給与の方。国が人事院勧告をなくすなどの議論をしているので，給料表全体の話はこれがどうなるかによって，県がどこまでできるかが大きく変わると思う。


ただし，その前に今でもできることがある。例えば人事評価については，地方公務員法でも人事評価して給与を支給しろと書いてあるにもかかわらず，一般職にはあまり導入されていない。能力の実証ということについても，各県みな一緒かというとそうではない。評判は悪いが，昇任に試験を導入しているところもあり，試験に受からなければ昇任できない制度とすることで管理職の定数を抑えている。能力の実証と人事評価をどうするかは現行制度でも検討できるし，また，現在続いている現給保障分をどうするかもそろそろ決めなくてはならない。人事制度は影響が大きいので，着実にやっていくことが重要と思う。
人事院制度の議論には，職員団体としては，協約締結権を拡大して，独自給料表を作ることによって給与が上がっていくのではないかという見通しを持つ中，一方で，名古屋市のように住民税を１０％減税して，その分が人件費に回るのではないか，逆にこの制度を作ることによって，給与が大幅に下がる方に動くのではないかという見通しもある。こうした状況の中，給与を上げたい方・下げたい方，協約締結権が欲しい方・欲しくない方という様々な思惑を持っている人が制度改正にかかわっているので，どういう結論になるかは予測できない。
○　先ほどの説明を聞いていて，今のアプローチは二つ問題があるという気がしている。


一つは，基本的にすべて内部論理でできた資料であること。


二つ目は，現状を前提に作られていること。


今のアプローチは，だめになってしまった企業が，一生懸命努力するが，結局だめになってしまうというパターン。例えば，日本航空は何もせずに破綻してしまったわけではなく，給与１０％カットなど一生懸命やっていた。しかし，これが例えば２０％カットしたら再生できたのではないかとか考える人はいないだろう。部分的な改善が本質の改革になるのかという見極めなしに，今の現状を議論していくのは非常に大きな問題である。


また，忘れられているポイントとしては，県民と職員の両方の視点。県が県民のためにあるとすれば，県民が何を望んで今どういう状況にあるのかというところから，あるべき県政を考えて，それに対して現状はこうで，こういうギャップがあり，それをどうやって埋めていくのかと考えなければならない。


例えば県民を意識したとすれば，先ほど話が出たベンチマーキングで，資料中に教育委員会の人員が減っている数字がある（資料４ p.3）が，仮にこの間の生徒の数がずっと一定なら削減努力の成果と言えるだろうが，教員削減割合以上に生徒の数が減っているのであればまだ努力が足りないということになる。単なる数字ではなく，県民を踏まえたときにこの数字はどうかというのがないと意味がない。

○　財政状況の見立てについてはいろいろな解釈ができるが，正直，税収の規模に比べて借金し過ぎていると思う。


経常収支比率は高いが，都道府県はおおむねこの水準であり，他県と比べるとそんなに悪い数字ではない。ポイントは財政力指数がそれほど高くなく，税収が中国地方の雄藩のイメージに比してあまりふるわない。逆に将来負担比率は平均より高く，残念ながら，借金のし過ぎではないか。退職手当債を発行していることを考えると，これ以上に起債ができる余地はほとんどなく，公債費が下がらないとなると，後は人件費しかない。寸詰まりのような議論だ。しかし，ＪＡＬと違うのは，自治体財政は，事業費や人件費カットで，再建は十分可能な規模だということ。


借り過ぎた分を人件費をはじめとする歳出圧縮で耐え忍んでいくしかない。どれくらいまで我慢するかという数字を県民に見せて，納得してもらうしかないのではないか。都道府県はどこも財政が厳しく，広島県だけが悪いわけではない。

○　県のステークホルダーを見ると，県民がユーザー，投資家が税金を払ってサービスを受け，従業員が同じ船に乗っているという構図。経営の健全化を考える時，基本的には売上げを上げるか経費を下げるかであり，そのボトムラインが利益であるから，売上げが上がらなければ経費を下げることになるが，最後の最後が人件費の抑制だと思う。


問題は，一般企業はこれでは潰れますよというクライシス・危機意識が皆にあって，給与のカットも受けるし，モチベーションを上げるためには，定期昇給でなくて成果を上げた者が報いられるという制度も受け入れる。問題は，県の場合は絶対潰れないと県職員自身が思っている。人件費をどこまで抑制するかということの危機感が違う。


したがって，アップサイド，トップラインをどう上げるかということについての議論をしなければならない。例えば出先機関の見直しや遊休資産の有効活用などである。港湾の県有地に共同利用の倉庫を建てて県内港湾の利用を促進し，神戸港からの陸送コストを削減できるようにするなど，県のブランド力を高める産業を育成して，県民が，広島で働きたいと思い，広島に帰ってくる，そして県税収入が上がるようにするということ。この会議でもそういう方向で議論したい。
○　
私も，歳出をどうカットするかよりも，歳入を増やすことを考えないといけないと思う。県税を増やす努力が必要。歳出面で人件費・公債費等の義務的経費に一般財源の92.5％を充当しているので，県税の増収対策に費用を使えないという苦しいところもあるが，後ろ向きなことに金を使うのではなく，前向きな投資をしていただきたい。


もう一つは，交付金などについても，国からいただいて「はい結構です」でなく，交渉を十分してより多くをとってくる，そういう知恵や努力が必要だ。
○　
９０年代に借金し過ぎたのはどこの自治体も同じ。国が景気対策だと言って単独振替でどんどん使ってくださいと言われた時に，どのくらい自分の判断で長期的な投資をやれたか。難しいところだが，やはり，地域経済というのは，国の政策がどうあろうが，自分の地域のためという観点がないといけないということが，過去２０年間の反省点だと思う。


マクロの経済対策は国がやればいいが，地域経済というのはマクロではない。国はどうしても総需要管理型の政策をやるが，そのときに地域経済もこれに付き合って，需要管理すれば地域が良くなるように考えていたのは，大変な誤解だと思う。


地域はやはり供給力，地域が持っている資源をどこまで伸ばすかということによって，経済の競争力を付ける必要がある。それは何かと言うと，人と技術と土地。広島の人材が優れていれば，そういう人材を買いに世界や日本から人が来る。技術も，ものづくりで培った技術を売り物にしていく。３番目の土地というのは観光。土地に固着している特色というのは，人を引き付ける力がある。

つまり供給力を付けるために，即効性はないかもしれないが，競争力のある人と技術と観光を世界に売っていくことしか，地域経済の活力はないし，そこを重点的にやれば，時間はかかるかもしれないが，必ずリターンは返ってくる。
○　先ほど，財政収支見通し（資料３－１ p.20）についての説明を受けたとき，どういうレベルでこの数字が作成したのかが気になった。


民間企業で言うと，現状シナリオで３～５か年計画を作ると，例えば，市場価格の変動や為替の問題もあるので，その辺りをどういうレベルで描くかで，数字が全く変わっていく。先ほど御説明の財政収支見通しの数字は，現状か，少し悪いシナリオか，あるいは最悪のストレスシナリオなのか。数字が変わるとやり方が変わると思う。


また，歳出削減策は限界があるので，成長戦略をどう描くかの方が大切だと思う。その成長戦略をどういう描き方をするかによって，この収支見通しの数字も変わってくる。


このため，この財政収支見通しの中身について，どういう議論をしてこうなったのかが，気になる。本当に１０年先まで考える必要があるか。積上げによって全然変わってくるのだが，歳入がこれから１０年で増えるというのは，甘いシナリオではないかと個人的には思う。従って，これから先３年か５年か，どういう戦略を描くかということが一番議論としては重要と思う。


歳出削減には限界がある。職員のやる気にもかかわるので，成長戦略を考えるべき。
○　地方自治体が歳入を増やすのはそう簡単ではない。企業のように業態転換や新製品を出せないので，歳入の面では中長期的な取組にならざるを得ない。


一方，歳出は，細かい費用の積み重ねということもあり，工夫次第で，ある程度削れる部分もあるので，こつこつ削っていく必要がある。やはりこのままでいいとは思えないし，早く手を打った方がいいと思う。そのあたりの現実的な歳出削減に取り組まざるを得ないというのが私の正直な認識である。

　人件費について，民間でどんなことをやっているかというと，利益が下がればボーナスカット，利益が出るまで給与カットをしている。それでも足りないとなれば，残業するなということで，物理的に７時に職場を閉めるようなことをしている。県でも，仮に残業をしないとどれだけ人件費が減るのか，やってみてはどうか。サービス残業も減り，県の職員にとっても県の財政にとっても，両者にＷＩＮ－ＷＩＮの結果となり得るのではないか。


それから，県が民間と違うのは，グラフが貼っていないこと。製造業では，生産性に関するグラフがよく貼ってある。県では，あまりグラフ化してこれだけやりましたというのがない。何を指標にするかが決まれば，これを貼り出し，見えるようにしていくことが必要ではないか。


また，民間で金がない時は，給料は払えないが，処遇で優遇することがある。本人の希望を聞いて良いポストに就かせることで，ヘッドハンティングなどによる人材流出を防ぐ意味もある。

また，県の評価制度は，360度評価か。民間は結構普及していて，部下が上司を評価し，また，この上司以外にふさわしい上司がいるかということを書かせたりする。
それから，良い企業にはだいたい提案制度がある。提案件数を競って表彰したりする。提案箱のような制度を持続させる風土，上の者にその制度を継続する意思があるかが大切である。


目先は人件費を自助努力で下げ，中長期的に歳入を上げるビジョンを持って取り組むことが必要と思う。
○　財政状況が厳しいことが改めて分かったが，できれば，一般財源ベースで歳入歳出の状況を見せてほしい。それを見て考えるとまた別の展開があるのではないか。


また，今回，県勢の発展が非常に大きな課題になっている。財政状況は厳しいが一般財源はあるので，それをどういう分野に使うか。財政状況が厳しいと，あまり政策を考えずに要求の中で予算を付けるという実態があるので，それを，この会議で理論武装を含めてしっかり考えいくことが重要と思った。


事業仕分けについては，国でもやっており，中身の問題はあるが，住民の関心は高い。県の大きな財政の中でどれだけ役立つかはあるが，県民に理解していただきながら予算を剥いでいくという作業は，引き続き努力していただきたい。
○　事業仕分けの意義としては，県民にお金の使われている姿が見えたこと。自分のお金がこう使われるというのを知ることは非常に大事で，一人一人がそれを知ることが，財政を進歩させる一つのきっかけになる。


各課の課長さん方には気の毒な面もあったが，これからは，県の管理職は，県民の前に出て行って県民に自分の仕事を説明するのは当たり前の仕事だ。その仕事を説明することによって，県庁の存在感を示すという，一つの仕事のパターンとして，きっかけになっていくのではないかと思う。


そういう二つの面でプラス効果があったと見ている。
○　県庁の意識改革が大切だと思う。私も社員の意識改革に取り組んでおり，どの企業もベンチマークが必要と思っている。ここでいろんな議論をして方向性が出たものを下に落としていく，若しくはアイディアをもらう段階で，おもしろい発想が出て成果に結び付けることが重要だが，こう言ってはなんだが，県庁の職員が実行に移す意思や行動力を持っているのかはクエスチョンだなと感じている。


例えば，職員を広島県の民間企業に派遣して，民間のマインドを持ってやってもらうと，効果があるのではないか。元気のある企業に人を受け入れてもらって，民間の目線を取り入れてはどうか。
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